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原  著  論  文  

 

アライアンスの相互補完数理モデルにおけるギブ・アンド・

テイク  

－フロー・インテンシティとフロー・バランスによる理論的

説明－  

 

A Mathematical Model of Mutual Complementarity for Corporate Alliances  

from the Perspective of Balancing Give and Take 

-An explanation by Flow Intensity and Flow Balancing - 

 

 

 

Abstract:  

Until presently, the theoretical explanation of the mutually complementary mathematical model 

of proposed corporate alliances by Satoshi Tomita and Yoshiyasu Takefuji  was based solely on 

resource based theory and the physical spin glass magnetic force model showing that the N and S 

poles attract each other.  For this reason, we could not sufficiently explain the attracting force that 

brings two companies together in a mutually complementary model.  In this paper, we introduce 

the flow concept in physics and the idea of Give & Take as researched in conjunction with human 

relationships, and from these we derive the two terms of Flow Intensity and Flow Balance, which 

are then used to explain the mechanism of the mutually complementary model.  That is to say, as 

the Flow Intensity grows stronger and the Flow Balance is maintained, we conclude that 

corporate alliances are more likely to be successful. For the two patterns where a corporate 

alliance is not successfully established and when a corporate alliance is most likely to be 

successfully established we can describe this relationships using these two terms.  Hence, the 

theoretical explanation of the complementary model of corp orate alliances becomes more robust.  

This paper contributes to the development of the study of mathematical model construction 

expressing the mechanism during the matching phase of future potential intercorporate alliances.  
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1．はじめに 

 

1.1 本稿の目的 

冨田・武藤（2015, 2016）及び Tomita and Takefuji

（2016a, 2016b）にて，資源ベース理論によるア

ライアンス研究のフレームワークを発展させ，そ

こに，コンピュータ・サイエンスの数学のモデル

化の手法を用いて，初めてのアライアンス成立の

メカニズムを表現する数理モデルが提案され，2

社間の関係性を数値として演算可能となった。 

しかし，それらの研究では，磁力の N 極と S 極

の引き合う力を示すスピングラス・モデルでの説

明及び数学表現の説明にとどまっており，2 社間

の引き合う力とアライアンスが成立しやすい状

況についての説明が不十分となっていた。 

本稿では，物理学のフローの概念と，人間関係

におけるギブ・アンド・テイクの社会的交換理論

の考え方を取り入れ，アライアンスの相互補完数

理モデルの理論的な説明付けを補強する。すなわ

ち，フロー・インテンシティ（Flow Intensity）と，

フロー・バランス（Flow Balance）という 2 つの

概念を追加的に導入して，冨田・武藤（2015, 2016）

及び Tomita and Takefuji（2016）にて提案されたモ

デルの理論的背景を追加して，補足的な説明を行

う。それが，本稿の目的である。 

アライアンスの相互補完モデルを，磁石のスピ

ングラス・モデルによる理論的説明から，人間関

係論からのギブ・アンド・テイク（Give and Take）

による理論的説明へ，モデルの考え方を変化させ

る。 

なお，本稿は，筆者の慶應義塾大学大学院政

策・メディア研究科・後期博士課程での博士学位

論文「企業間アライアンスの相互補完数理モデル

の提案と応用」の中で，まだ唯一，査読論文とし

て投稿・発表がなされていない部分を単独の研究

論文として取りまとめたものである。 

 

1.2 アライアンスの定義 

本稿では，アライアンスとは「複数の企業が独

立したままの状態で，新規事業構築や既存事業の

拡大のために各企業が持つ経営資源を提供し合

って相互補完し，契約の締結や資本関係の有無に

関わらず，継続的な協力を行って，その成果を分

け合うこと」と定義する。これは，アライアンス

研究の起点となった代表的な文献であり，包括的

にアライアンスの形態の類型・分類・定義付けを

行っている Yoshino and Rangan（1995）における

アライアンスの定義，そして，その研究を発展・

整理させた Yasuda（2003）及び安田（2006, 2010）

の定義を踏まえたものである。ただし，冨田・武

藤（2015, 2016）及び Tomita and Takefuji（2016a, 

2016b）におけるアライアンスの成立は，「企業紹

介をして，それら 2 社間にて，事業・サービスの

構築や新製品開発，既存事業の拡大，新規取引（受

注・販売），営業協力・販売代理などのメリット

を感じて，なんらかの話し合いが前に進んだ場

合」と定義されており，また，「まったく前に進

まなかった場合」を不成立と定義されている。ま

た，同様に，マッチングとは，「企業と企業がア

ライアンスの契約締結や共同での事業構築など

のために話し合いをし始めること」と定義されて

いる。この点に留意されたい。 

 

1.3 本研究の対象とするアライアンスの段階 

アライアンス研究では，アライアンスを行う企

業の当事者側からのスタンスでの研究として，ア

ライアンスの提携先の選定，条件や目標の設定，

協力関係の構築・維持・解消，利益の享受などに

ついての研究がなされている。 

本研究では，アライアンスの各過程における最

初のマッチングの段階，つまり，不特定多数の企

業が存在する中で，企業と企業がアライアンスを

することに意義を見出し，2 社の企業がアライア

ンスの実行に向けて結び付き始める段階の成立

メカニズムを明らかにするものである。 

先行研究についての詳細は，次の章に譲るが，

Yasuda（2003）及び安田（2006, 2010）や Doz and 

Hamel（1998），Tjemkes et al.（2012），元橋（2014）

で行われているアライアンス研究の主流は，アラ

イアンス先候補企業が見つかった後の段階，ある

いは，アライアンスをすることを決めた後の段階

に関するものとなっており，多くの潜在的なマッ

チング候補先が存在する中で，アライアンス先企

業として適した企業を選択する段階（すなわち，

マッチング段階）の研究が十分なされておらず，

アライアンス研究が狭い範囲だけにとどまって

いる。本研究は，これまでのアライアンス研究で

は十分取り上げられてこなかった領域であるア

ライアンス成立の最初のマッチング段階にまで

アライアンス研究を拡大し，まだ十分な研究がな

されていないマッチング段階を研究対象として

いる。 
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2．先行研究のレビュー 

 

2.1 アライアンス研究の基礎理論の概観 

アライアンス研究の概観については，Yasuda

（2003）及び安田（2006, 2010）や，米倉（2012），

中村（2013），湯川（2013），石井（2003），Mitsuhashi 

and Greve（2009）にてまとめられており，アライ

アンス研究は，経営学の理論の発展の延長戦上と

ともに，経済学の発展の延長戦上にも位置付けら

れる。 

アライアンス研究においては，資源ベース理論

（RBV）による研究が，Das and Teng（1998）や

Das and Teng（2000）にて，資源の特性やアライ

アンスのタイプ，リスク管理などの観点からなさ

れてきている。Lavie（2006）では，資源の成立よ

りも，その関係性に重点が置かれている。アライ

アンス研究における経営学の系譜としては，

Wernerfelt（1984）及び Barney（1991）を起点とし

て提示された資源ベース理論（Resource-Based 

View，RBV）が主要な基礎理論となっている。 

筆者は，企業の競争優位性の源泉は，企業内部

の経営資源に依存しており，また，経営資源の獲

得のために，企業はアライアンスを行うと捉える

ことが適切であると考えるため，すでにアライア

ンス研究に用いられている資源ベース理論を主

たる理論フレームワークとして選択した。 

その他，取引コスト理論1もアライアンス研究の

基礎理論となっているが，これは，アライアンス

の形成の静観的に現象を捉えているだけであり，

ダイナミックに企業と企業がどのように結びつ

くのかを説明しきれていないため，採用しない。 

ゲーム理論も同じく，アライアンス研究におい

て用いられているが，これは，アライアンス先企

業がすでに見えており，戦略的提携の相手先がい

くつかに絞られて特定している段階での企業間

の関係性を分析したものとなっていため，アライ

アンス候補先を探索する段階での理論背景とし

ては適さないため，採用しない。 

 

                                                        
1 他の経営学分野と同様に、経済学のミクロ経済学の応用

として、企業は必要な資源を獲得するにあたって、外部企

業と通常の市場取引をするためにかかる取引コストと、内

部化して独自に内製で行う場合に必要となる内部化コス

トの比較・合算の中で、アライアンスをしたほうが最適で

ある点において、企業間のアライアンスが行われると捉え

る。 

2.2 資源ベース理論によるアライアンス研究 

前述のように，アライアンスの成立を説明する

理論としては，資源ベース理論がある。これは，

企業が有する経営資源に企業の持続的な競争優

位性が依存するという考え方である。Das and 

Teng（1998a）では，外部の競争環境に対応する戦

略として，アライアンスを捉え，資金，技術，物

質，管理の 4 つの資源を協調的に調整する観点で，

アライアンスの形態やリスク・リターンの関係に

ついて分析されている。 

Das and Teng（2000）では，資源の移動困難性

（imperfect mobility），模倣困難性（imitability），

代替可能性（substitutability）といった資源の特徴

の観点から，アライアンスのパートナー間の資源

連携の調整について，資源の類似性（similarity）

や効用（utilization）に着目して，アライアンスの

4 つのタイプ，すなわち，補填（supplementary），

余剰（surplus），補完（complementary），無駄

（wasteful）について分析しており，エクイティ・

ジョイント・ベンチャー，契約に基づくアライア

ンスなどについて研究している。 

その発展として，Yasuda（2003）及び安田（2006, 

2010）は，戦略的提携の研究に新しい分析アプロ

ーチとして，“アライアンスは経営資源の交換で

ある”という考え方を提示している。すなわち，

Yasuda（2003）及び安田（2006, 2010）は，企業の

有する資源を，（1）技術資源，（2）人材資源，（3）

生産資源，（4）販売資源，（5）資金資源という 5

つの経営資源に，簡略化して分類・整理し，アラ

イアンスとは，それら 5 つの経営資源の交換であ

ると結論づけている。本研究においては，“アラ

イアンスは経営資源の交換である”と結論付けて

いる。Yasuda（2003）及び安田（2006, 2010）が，

最大の先行研究との位置づけとなり，本研究は，

この理論フレームワークを拡大させている 

その他，資源ベース理論を用いたアライアンス

研究としては，Lavie（2006）があり，インターコ

ネクティッド企業のネットワーク資源の研究に

応用されており，異質性，移動困難性，模倣困難

性，持続可能性について，再度の検証が行われ，

ネットワーク化された環境においては，資源の本

質よりも，関係性の本質のほうがより重要である

と結論づけている。本研究も，資源ベース理論の

資源の特性についての検討よりも，2 社間の資源

をめぐる関係性に注目しており，当該研究を参考

にしている。 
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しかしながら，これらの先行研究においては，

想定されるアライアンス候補先企業の間の関係

性を表現する数理モデルが存在していない。例え

ば，アライアンスのマッチング段階を取り扱って

いる研究である Mitsuhashi and Greve（2009）にお

いても，Yasuda（2003）及び安田（2006, 2010）に

おいても，アライアンス・パートナー間の関係性

を，経営資源の交換の観点から説明しているが，

数理モデルの構築には至っていない。 

 

2.3 多くの計量分析と数理モデルの欠如 

アライアンス研究における計量分析による研

究は多数存在しているが，それらは，統計手法に

よるものとなっており，アライアンスが成立する

か不成立となるかのメカニズムを表現する数理

モデルではない。これまで，アライアンスが成立

する際の企業と企業の結びつきがどのようなメ

カニズムで成立しているのかを表す数理モデル

が存在していないため，アライアンスを行う 2社

の組み合わせの関係性を数値で算出することが

できていない。 

たとえば，重回帰分析を用いた実証研究として

は，アライアンスによる企業価値向上については，

Anand and Khanna（2000），Chang, Chen, Lai（2008），

アライアンスによるイノベーション創出力や製

品開発力の強化については，Kelley & Rice（2002），

Lee and Cavusgil（2006），アライアンスによる

売上拡大については，Leiblein and Reuer（2004），

アライアンスによるマネジメント能力の向上に

ついては，Rothaermel and Deeds（2006）がある。 

Mitsuhashi and Greve（2009）では，資源ベー

ス理論や，あるいは，社会的交換理論，組織論を

手法として用いて，アライアンスのマッチング段

階の研究が行われており，特に，海運業界におけ

るパートナー選択について検討されているが，観

念的な議論にとどまっており，マッチングのメカ

ニズムを表現する数理モデルは提示されていな

い。つまり，アライアンスにおける相互補完関係

が数学的に示されていないため，観念的にはアラ

イアンスの相互補完性を捉えることはできるも

のの，アライアンスの相互補完メカニズムを厳密

に把握して操作性を与えたり，数値として捉えた

りすることができない。 

相互補完性については，一部，先行研究が存在

している。たとえば，Adegbesan（2009）におい

ては，企業の強みをより強くするための企業間で

補い合うことや，企業がグループになることの価

格交渉力についてなど，相互補完性についての議

論がなされているが，ゲーム理論による双方の企

業の関係性の検討のための数理モデルは提示さ

れているが，相手先がまだ定まっていない段階の

マッチングの場面での数理モデルが提示されて

いない。 

 Roth（2015）で取り上げられているような臓器

や結婚などの一般市場では取り扱いにくいもの

に関するマーケット・デザインの分野ではマッチ

ングの数理モデルは存在している。マーケット・

デザインの分野では，Akbarpour, Li, and Ghara

（2014）や坂井（2010）のように，数理モデルが

研究されており，マッチ・メイクの数学モデルと

しては，マーケット・デザインという一つの研究

分野として確立している。しかし，それらは，企

業間アライアンスを対象としていないため，やは

り，企業間アライアンスのマッチング段階の数理

モデルは存在していない状況にある。 

 次に示す図 1は，ここまで述べてきた先行研究

のサーベイの状況を図としてまとめたものであ

り，企業間アライアンスのマッチング段階のメカ

ニズムに関連する先行研究について，関連研究の

位置づけを示し，その中で，研究されていない領

域，すなわち，“ホワイト・スペース”を示して

いる。 

このように，企業間アライアンスのマッチング

段階の関係性を表現する数理モデルの構築は，研

究上の“ホワイト・スペース”となっており，そ

の領域において，冨田・武藤（2015）及び Tomita 

and Takefuji（2016a, 2016b）が初めて，アライ

アンスの相互補完数理モデルを提案し，また，冨

田・武藤（2016）では，アライアンスの相互補完・

加算・相乗の数理モデルが提案されている。 

 本稿は，冨田・武藤（2015, 2016）及び Tomita 

and Takefuji（2016a, 2016b）で提案されたアラ

イアンスの相互補完数理モデルの理論的背景を

強固にするためのものである。 

 先行研究の概略と“ホワイト・スペース”（研

究上の空白地帯）を示しているのが表 1 である。

http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0883902600000537
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表 1 先行研究における“ホワイト・スペース” 

アライアンス に関する先行研究の分類 当該研究の代表論文・著者 研究上の特徴とホワイト・スペー

ス 

資源ベース理論によるアライアンス研究 

（相互補完性の研究も含む） 

※このフレームワークを発展 

Das and Teng (1998, 2000) , 

Lavie (2008) , 

Yasuda (2003), 安田 (2006, 2010) , 

Adegbesan (2009) 

 

数理モデルがない 

取引コスト理論やゲーム理論によるアラ

イアンス研究 

牛丸 (2007) , 

Yasuda (2003), 安田 (2006, 2010) 

でも紹介されている 

 

マッチング段階ではない 

アライアンス・マネジメントの研究 Dozs and Hamel (1998) , 

Tjemkes, Vos, and Burgers (2012) 

マッチング段階ではない 

元橋 (2014), 石井 (2003) 

アライアンスのマッチング段階の研究 Mitsuhashi and Greve (2009) 

 

数理モデルがない 

多変量解析（一般的な統計学）によるア

ライアンス研究 

Anand nad Khanna (2000) , 

Chang, Chen and Lai (2008) , 

Kelley and Rice (2002) , 

Lee and Cavusgil (2006) , 

Leiblein and Reuer (2004) , 

Rothaermel and Deeds (2006) 

 

統計手法であり、数理モデルが

ない 

マーケット・デザインの研究 Roth (2015), 坂井 (2010) , 

Akbarpour, Li and Gharan (2014) 

 

数理モデルではあるが、対象が 

企業間アライアンスではない 

  ↓ 

企業間アライアンスのマッチ

ング段階の数理モデルが存在

しない 

↓ 

研究上の空白地帯となってい

る 

 

 

 

2.4 人間関係のギブ・アンド・テイクに関する社会的

交換理論 

アライアンスの基礎理論として，Yasuda（2003）

及び安田（2006, 2010）では，もう一つの理論と

して，社会的交換理論が紹介されている。これは，

経済的な側面よりも，非経済的な側面に注目して

いる。本研究では，主として，経済的な経営資源

の交換にフォーカスを当てているので，その面で

は，本研究のメインの理論フレームワークとはな

らない。 

しかし，社会的交換理論には，人間同士，ある

いは，人と企業の間の両方の研究におけるギブ・

アンド・テイクについて分析し，説明付けをして

いる研究がある。 

Schaufeli（2006）による心理学分野の学術的な

論文などの広範囲にわたる研究の結果，8000 人以

上の専門家（教師，医者，看護師，警察官），囚

人，警護官，ソーシャルワーカー，精神障害労働

者について調査しており，人間関係や人と企業の

関係において，ギブ・アンド・テイクのバランス
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が崩れると，バーンアウトを引き起こすことが示

されている。関係において，バランスが大きく崩

れていたり，あるいは，ミスマッチが起こったり

している場合には，ギブ・アンド・テイクのバラ

ンスが崩れており，さもなくば，ある集団と他の

集団にとって，偏ったいびつな不均衡な状態とな

っており，関係性が崩壊し，それは，バーンアウ

トと呼ばれている。その論文では，報酬とコスト

のギャップが大きくなりすぎて，インバランスと

なっている時にバーンアウトが引き起こされる

としている。 

ギブ・アンド・テイクに関する近い領域の先行

研究としては，Chesbrough（2003）によってスタ

ートしたオープン・イノベーションの研究におい

て，企業間のギブ・アンド・テイクが非常に重要

であると述べられている。例えば，Grassmann and 

Enkkel（2004）は，124 社の企業データを用いた

実証研究を行っており，成功のために，ギブ・ア

ンド・テイクが極めて重要であることを示す 3 つ

のコア・プロセス・アーキタイプを用いて，オー

プン・イノベーションの研究となっている。 

これにより，個人の人間関係において研究され

てきたギブ・アンド・テイクの社会的交換理論の

考え方を，アライアンスの数理モデルの構築の本

研究に取り込むこととした。 

 

3．相互補完数理モデルへのフロー・インテンシティ

及びフロー・バランスの概念の導入 

 

冨田・武藤（2015, 2016）及び Tomita and Takefuji

（2016a, 2016b）にて提案されたアライアンスの

相互補完数理モデルについて，概要を振り返ると

ともに，物理学におけるフローの概念と人間関係

におけるギブ・アンド・テイクの考え方を導入す

る。 

 

3.1 企業の強み・弱みの1次元行列と2極ベクトルで

の表現 

まず，アライアンスの相互補完数理モデルでは，

企業の強みと弱みを 1 次元行列で表現し，それを

演算（引き算）して，2 極のベクトルで，2 社間

の関係性を数学表現する。 

たとえば，企業の強みと弱みを 8 つの特徴数で，

5 段階の評点付け（5 が一番良い評価）すると，

それらは，次のように，1 次元行列で数学的に表

現できる。 

 

A 社    a = （1, 3, 4, 2, 5, 1, 3, 1） 

B 社    b = （4, 1, 1, 3, 1, 5, 3, 1） 

 

上記において，A 社から B 社を引いた結果の c

は，各特徴において 0～4（正か負）の間の数値で，

プラスかマイナスの方向性のある 2 極のベクトル

となる。このように，2 社間の相互補完関係は，2

極のベクトルで数学的に表現できる。 

 

c = a-b = （-3, 2, 3, -1, 4, -4, 0, 0） 

 

プラスのベクトルは，A 社から B 社への強みの

提供（B 社にとっては弱みの補完）を示し，マイ

ナスのベクトルは，A 社が B 社に提供してもらっ

ている強み（A 社にとっての弱みの補完）を示す。

0 は，A 社と B 社の強みと弱みが同じで，A 社か

ら B 社も，B 社から A 社も，強みの提供も弱みの

補完もないことを表す。 

アライアンスの相互補完モデルでは，B 社の強

みが A 社の弱みを補完し，A 社の強みが B 社の弱

みを補完するとことが考え方のベースとなる。も

し片方か両方の企業からの強みの提供が大きけ

れば，相互補完関係が強くなり，強みと弱みの相

互補完が小さければ，2 社間の相互補完関係は弱

くなる。 

図で示すと，次の図 1 のようになる。 
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図 1 特徴数 8つでの 5段階評価の相互補完の A社と B社の例 

 

3.2  8つの特徴の選定と 5段階評価 

強みと弱みについて，本研究では，8 つの特徴

を用いている。 

本研究で提案するモデルの特徴数は，自由に決

められるため，特徴数は，必ずしも 8 つである必

要はない。事実，冨田・武藤（2015）において，

最初のモデル構築では，特徴数 4 つで行っている。 

本研究にて，特徴数を 8 つとし，それぞれの特

徴を選定した理由としては，Yasuda（2003）及び

安田（2006, 2010）において，アライアンスは経

営資源の交換であり，5 つの経営資源として，①

技術資源，②販売資源，③生産資源，④人材資源，

⑤資金資源であるとされているため，まず，この

5 つを採用した。 

加えて，Das and Teng（1998b）において，信用

の大切さが述べられているため，信用・ブランド

を追加し，また，Chesbrough（2003）や米倉・清

水（2015）で，オープン・イノベーションにおけ

るアイディア獲得の重要性が述べられているた

め，アイディア力を追加した。さらには，Hamel and 

Prahalad（1994）にて，アライアンスをする理由

として，スピードアップと組織としての学習効果

が述べられているため，組織の機動性を追加した。

これら 3 つを追加し，合計 8 つを企業の強みと弱

みの評価付けの特徴数とした。 

これらの 8 つの項目（特徴）について，1～5 の

5 段階評価を行った。強み・弱みが最も強い時が

5，最も弱い時が 1 という評点付け方法とした。5

段階評価の方法を採用した理由は，日本において

も，米国をはじめとする諸外国においても，学校

の成績評価は 5 段階が用いられており，最も馴染

み深い評点付け方法であるためである。 
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3.3 評点付けにおける主観性排除への対応 

冨田・武藤（2015, 2016）及び Tomita and Takefuji

（2016a, 2016b）にて提案されたアライアンスの

相互補完数理モデルの正当性の確認で用いてい

るデータは，筆者のコンサルティング先企業 152

社について，8 つの項目について，筆者が中心と

なって，強み・弱みの評点付けを行った形となっ

ている。すなわち，評価を付けている者の主観性

という問題が残る。そのため，できる限り，評価

者の主観性を排除するために，次の 2 つの方策を

講じた。 

 1 つ目の方策としては，強み・弱みについての

8 つの各項目の評点を付けるにあたり，各項目を

構成する 4 つの項目を因子としてさらに作成し，

それらの 4 つの項目で評価付けをした上で，それ

らを取りまとめる形で，最終的な各特徴における

評点付けを決めるというステップを取った。 

たとえば，営業力があるということは，どうい

うことかという項目として，営業マンの数が多い，

営業マンが生き生きしているなどの基準，また，

資金力があるというのは，財務数値としてどうい

う状態かを判断する基準を因子として作った。こ

れらについては，本稿の付録 2 として，その内容

を掲載している。 

強みと弱みの 8 つの特徴ごとの評価にあたって

設けた 4 つずつのクライテリア（因子）の概要は，

本稿末尾の付録 1 の通りである。 

 経営学研究におけるデータセット作成のプロ

セスやその大きさの設定，測定の方法などについ

ては，それらのデータを用いた実証分析の結果の

確からしさを担保するためにも，重要である。デ

ータセット作成のプロセス自体についても，

DeVellis（2012），Hinkin（1998），Hensley（1999），

Pierre et al.（2009），Thanos et al.（2016）等におい

て，適切かつ妥当な手法について，研究がなされ

てきている。しかしながら，本研究は，データを

用いて実証する研究ではなく，企業間アライアン

スのマッチング段階の成立メカニズムを示す数

理モデルを提案することにあるため，データセッ

トの構築のプロセスについては，簡素化して行わ

れている。 

 

3.4 フロー・インテンシティとフロー・バランスによる説

明 

前述の通り，相互補完モデルでは，B 社の強み

が A 社の弱みを補完し，A 社の強みが B 社の弱み

を補完することが考え方のベースとなる。 

このことを，物理学のフローの概念と人間関係

におけるギブ・アンド・テイクの考え方を導入し

て説明すると，A 社から B 社への強みの提供が，

ギブ（Give）となり，それは，B 社にとっては，

弱みの補完，つまり，テイク（Take）となる。そ

の逆もまた同じ言い方となる。 

片方か両方の企業からの強みの提供（Give）が

大きく，相手にとっての弱みの補完（Take）が大

きければ，相互補完関係が強くなる。このことを，

フロー・インテンシティの概念で説明すれば，相

互補完関係が強い時，つまり，ギブ（Give）とテ

イク（Take）のやり取りが大きい時，フロー・イ

ンテンシティが強いと言い，反対に，相互補完強

度が弱い時，フロー・インテンシティが弱いと説

明することとなる。 

相互補完モデルでは，フロー・インテンシティ

が強ければ，強いほど，アライアンスが成立しや

すいと考える。 

ただし，ギブ・アンド・テイクの考え方に基づ

き，片方の企業からのギブばかりで，相手先企業

がテイクばかりだと，関係性はバーンアウトして

しまうこととなる。すなわち，もう一つの概念と

して，フロー・バランスを考える必要があり，2

社間におけるギブとテイクのバランスが重要と

なる。 

相互補完モデルにおいては，プラスとマイナス

の 2 極のベクトルが存在する時，すなわち，ギブ

とテイクが双方向にある時，フロー・バランスが

保たれている状態であり，アライアンスが成立し

やすい。 

このように，フロー・インテンシティとフロ

ー・バランスを用いて，アライアンスの相互補完

モデルを解説すると，企業間アライアンスにおい

ては，強みと弱みの相互補完のフロー・インテン

シティが強く，かつ，フロー・バランスが保たれ

ている時にアライアンスは成立しやすいと説明

できる。 

 

3.5 アライアンスが成立しないパターン１：フロー・バ

ランスが保たれておらず，一方的な関係性の時 

次に，このように，フロー・インテンシティと

フロー・バランスという 2 つの概念を用いて，ど

のような時に，アライアンスが成立しない状況と

なるのかを説明する。 
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図 2 のように，A 社のそれぞれの特徴における

スコアがすべて，B 社のそれぞれの特徴における

スコアよりも大きい状態を考える。 

このケースでは，A 社は B 社に対して，資源・

メリットを一方的に提供するだけとなり，バラン

スが保たれていない。言い換えれば，A 社から B

社へのプラスの 2 極のベクトルが，一方的（ワン

サイド）である。B 社から A 社へのアピール，強

みの提供（Give）がなにもない状態であり，こう

いうケースでは，アライアンスは成功しない。 

このような状態が，アライアンスが成立しない

パターン 1 となる。 

片方の企業から，ギブ，ギブ，ギブばかりとな

り，片方の企業がテイク，テイク，テイクばかり

となると，相互補完の関係性は成り立たず，その

関係性はバーンアウトしてしまうのである。 

2 社間で，相手先への強みの提供と，自社の弱

みの補完のバランス，すなわち，ギブ・アンド・

テイクのバランスが重要である。 

図 2 のような状態，つまり，フロー・バランス

が保たれていない時は，アライアンスが成立しな

いのである。 

 

 

 

 

 

 

図 2 アライアンス成立しないパターン 1： 

A 社から B 社への一方的な強みの提供 （B 社から A 社への魅力の提供がない状況） 

 

逆もまた真なりで，反対に，B 社のスコアが，

すべての特徴において，A 社よりも大きい場合に

は，B 社だけが，一方的に，A 社に対して，強み

を提供している状態となる。マイナスの 2 極のベ
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クトルだけとなり，ワンサイドな関係性となる。

つまり，フロー・バランスが保たれておらず，A

社から B 社への魅力の提供が何もないため，この

ケースでは，アライアンスは成立しない。 

 

3.6 アライアンスが成立しないパターン 2：フロ

ー・インテンシティがない時 

 図 3 のように，A 社と B 社のスコアが，すべて

同じ状況の場合は，それぞれの企業にとって，相

互補完の恩恵が何もない。フロー・インテンシテ

ィというタームで説明すれば，A 社と B 社の強み

と弱みが，すべての特徴において全く同じ場合に

は，フロー・インテンシティがゼロと言える。 

このような状況においては，アライアンスは成立

しない 

このような状態が，アライアンスが成立しない

パターン 2 となる。 

 

 

 

 

図 3 アライアンスが成立しないパターン 2：2 社の強み・弱みの評点がすべて同じ時 

（フロー・インテンシティがない状況） 

 

以上のように，提案する相互補完モデルでは，

プラスかマイナスかどちらかだけのベクトルし

かなく，強みの提供が片方からの一方的な関係性

の場合には，アライアンスは成立しないと考える。

なぜなら，2 社間の強みの提供（Give）と弱みの

補完（Take）のバランス，すなわち，フロー・バ

ランスが保たれていないからである。また，2 社

の評点付けがすべて同じで，プラスやマイナスの

ベクトルがない状態も，フロー・インテンシティ

がゼロであるため，アライアンスは成立しないと



経営会計研究 第 21 巻第 1 号 

- 26 - 

考える。この 2 つのパターンが，アライアンスが

成立しない状態となる。 

先に掲載した図 1 に示したように，プラスとマ

イナスの両方の 2 極のベクトルがあり，双方向の

強み（Give）と弱みの補完（Take）が存在し，フ

ロー・インテンシティがあり，フロー・バランス

が保たれている時にアライアンスは成立しやす

いと説明付けることができる。 

 

3.7 最大の相互補完関係の状態：最大のフロー・イ

ンテンシティで，バランスが均衡している時 

次に，アライアンスにおける 2 社間の最も強い

関係性について考えてみよう。これは，1～5 の評

点付けで，8 つの特徴数の場合，8 つの半分の 4

つずつの特徴数で，双方向で，取りうる最大の 2

極のベクトル 4 か-4 の値となっている状態であり，

2 社の相互補完関係が（16,-16）の時となる。 

この最大の相互補完強度の関係となる状態は，

フロー・インテンシティとフロー・バランスの概

念を用いて説明すれば，最大のフロー・インテン

シティの状態で，かつ，フロー・バランスが均等

に保たれている時となる。 

図 4 では，最大の大きさのプラスとマイナスの

ベクトルが，右側から 4 つ，左側から 4 つの続い

た順番で，シンプルに図解したが，実際は，次の

図 5 のように，最大の大きなプラスとマイナスの

ベクトルは，ランダムに 8 つの特徴の中で，4 つ

ずつ存在する形となる。 

 

 

 

 

図 4 最大の強さの相互補完関係の状態：最大の大きさの 2 極のベクトルが， 
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特徴数の半分の数で，双方向で，存在する時 

（シンプルに，4つずつで配置） 

 

図 5 最大の相互補完強度となる状況：最大の大きさの 2 極のベクトルが， 

特徴数の半分の数で，双方向で，存在する時 

（ランダムに配置） 

 

このように，相互補完数理モデルでは，フロー・

インテンシティが最大で，フロー・バランスが均

等な時に，相互補完強度が最大になると捉える。 

 計算式としては， 

 

（特徴数 8 つ ÷ 2） ×ベクトルの最大の長さ 4 = 

（16, -16）  

 

となる。 

 相互補完モデルでは，フロー・インテンシティ

が最大で，フロー・バランスが均等な時に，相互

補完強度が最大になると捉える。 

 

3.8 2次元マップでの距離での数学表現 

3.1 企業の強み・弱みの 1 次元行列と 2 極ベク

トルでの表現の項で提示したA社とB社の例にお

いて，A 社から B 社を引いた際のプラスの 2 極の

ベクトルを示す正の整数の総和 9 は，A 社から B

社への強みの提供（A 社にとっての Give）を示し

ており，マイナスの 2 極のベクトルを示す負の整

数の総和-8 は，B 社の強みで A 社の弱みを補完し

ている度合い（A 社にとっての Take）を表す数値

となる。この 2 つの数字（9, -8）は，A 社と B 社

の相互補完関係を表す数値となり，2 次元上のマ

ップに表現される。 

このように，2 社間のアライアンスにおける相

互補完関係は，この 2 つの数字（i, j）によって，

2 次元のマップ上の点としてプロットされる。 

冨田・武藤（2015, 2016）及び Tomita and Takefuji

（2016a, 2016b）で提案された相互補完モデルで

は，最大の相互補完関係の点（「マキシマム・ポ

イント」と名付ける）からの距離で，相互補完強

度が数学表現される。 

それらは、次の図 6 にて、示されている。 
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図 6 2 次元マップ上での表示と最大の相互補完の点からの距離での数学表現 

 

 

3.9 相互補完モデルの図のグレーの部分の説

明 

上記の図 6 において，原点に近い 2 つの軸

に近い薄いグレーの部分は，2 社間のバラン

スが崩れており，相互補完関係が弱く，アラ

イアンスが成立しにくいゾーンとなる。さら

には，原点から最大の強度の点への線（オプ

ティマル・ライン）に対して，オプティマル・

ラインから離れれば離れるほど，フロー・バ

ランスが崩れており，すなわち，2 社間のギ

ブ・アンド・テイクのバランスが崩れている。

本研究で提案するモデルでは，このインバラ

ンス（不均衡さ）は，アライアンスを成立し

にくくしていると考える。  

加えて，図 6 の原点により近い濃いグレー

の部分は，フロー・インテンシティが弱く，

原点に近づけば近づくほど，さらに弱くなっ

ており，最大の点から原点に近いほど，より

インテンシティが弱い。原点では，フロー・

インテンシティは，ゼロとなる。それゆえ，

濃いグレーのゾーンは，相互補完関係が弱く，

アライアンスがより成立しにくい。  

 

3.10 相互補完強度係数の一般式  

冨田・武藤（2015, 2016）及び Tomita and 

Takefuji（2016a, 2016b）にて提案されたアラ

イアンスの相互補完数理モデルでは，最大の

相互補完強度の点からの距離で相互補完強を

算出する。相互補完強度 AS を示す一般式は，

下記である。  

 

 

上記の式において，s（max）は，最大の評

点の値，s（min） は，最小の評点の値，len

（c） は特徴数，Σplus は正の整数の総和，Σ 

minus は負の整数の総和を示している。  

最大の相互補完強度の数値から，差し引く

ことでインバートしてあるため，相互補完強

度は，数値が大きければ大きいほど，強度が

強いことを示している。数値が小さければ，

相互補完強度が弱いことを示す。  

この数値を，0～1 の間の数値に正規化した

ほうが，指標として，特徴の数に依存するこ

となく，比較に用いやすい。  

正規化した相互補完強度係数（ASC）は，

次の式で求められる。  
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上記の式では，s（max）は，最大の評点の

値，s（min） は，最小の評点の値，len（c） 

は特徴数，Σplus は正の整数の総和，Σ minus

は負の整数の総和を示している。  

 なお，冨田・武藤（2015, 2016）及び Tomita 

and Takefuji（2016a, 2016b）では，筆者のコ

ンサルティング先企業 152 社のデータを用い

て，相互補完強度係数を，アライアンスの成

立・不成立，そして，すべての組み合わせに

ついて算出した結果が，グラフとして掲載さ

れている2。 

 

4．本稿のまとめ 

 

4.1 本稿のまとめと成果  

冨田・武藤（2015, 2016）及び Tomita and 

Takefuji（2016a, 2016b）によって提案された

企業間アライアンスの相互補完数理モデルの

理論的な説明としては，これまで，資源ベー

ス理論と磁石の N 極と S 極の引き合う力を示

すスピングラス・モデルだけに基づいていた。

それでは，相互補完モデルにおける 2 社が引

き合う力を十分，説明できていなかったが，

本稿では，物理学におけるフローの概念と，

人間関係において研究されてきたギブ・アン

ド・テイク（Give & Take）の考え方を導入し，

フロー・インテンシティ（Flow Intensity）と

フロー・バランス（Flow Balance）という 2

つのタームを用いて，相互補完モデルの仕組

みを理論的に説明した。すなわち，フロー・

インテンシティがより強く，フロー・バラン

スが保たれている時，企業間アライアンスは

成り立ちやすいと結論付けた。アライアンス

が成立しない 2 つのパターン，及び，アライ

アンスが最も成り立ちやすい関係性について

も，この 2 つのタームを用いて，分類して，

                                                        
2 152 社の企業データにおいて、アライアンスが成

立した組み合わせ、不成立となった組み合わせ、す

べての組み合わせの相互補完強度係数のグラフの他、

それぞれの平均、中央値、最頻値、最小値、最大値

も掲載している。  

説明付けることができた。これにより，アラ

イアンスの相互補完モデルの理論的な説明付

けがより強固なものとなったと考えている。  

このように，物理学におけるフローの概念，

そして，人間関係におけるギブ・アンド・テ

イクの考え方を導入し，フロー・インテンシ

ティとフロー・バランスの 2 つの概念を新し

く用いることで，2 社間のアライアンスの相

互補完関係を説明づけることができ，相互補

完数理モデルの理論的背景をより強固にする

ことができたことが，本稿の研究上の成果で

ある。  

本稿は，今後の企業間アライアンスのマッ

チング段階のメカニズムを示す数理モデル構

築の研究の発展に寄与した研究となった。  

 

4.2 相互補完モデルの限界 

 提案したアライアンスの相互補完モデルは，

いくつかの限界を有している。次のような限

界がある。  

（1）相互補完モデルでは，2 社間の相互補完

関係が最も強い状況は，双方からの特徴数（企

業の評価付けの強み・弱みの項目の数）の半

分ずつの数で，最大の長さのベクトルが双方

に提供されている時に，最大の相互補完関係

となると設定する。すなわち，特徴数の半分

の特徴からの最大の大きさの双方向の強みの

提供から，最大の相互補完強度を求めること

としている。そのため，特徴数を偶数であれ

ば，2 で割れるため，すぐに利用できるが，

特徴数が奇数になる場合には，ダミー項目と

しての特徴を一つ追加し，特徴数が偶数にす

る対処が必要となる。あるいは，特徴数が奇

数で，このモデルを利用する場合には，2 つ

のマキシマム・ポイントが存在することを理

解しなければならない。そして，その 2 点間

が線形（リニアー）であると想定した場合，

平均を取る形で，相互補完強度を求めること

が可能である。特徴数が 7 つのケースの相互

補完強度係数の算出の仕方について，付録 2

に掲載している。  

（2）相互補完強度及びその係数は，あくまで，

各特徴の評点に基づいて算出されるため，評

点の付け方次第で，相互補完関係についての

評価が変わり，算出される相互補完強度及び
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係数が左右される。評点付けを今後より一層

工夫していくことにより，より実態に近い形

にモデルの算出結果の精度を高めることがで

きるであろう。  

（3）実際のビジネスの推進においては，2 社

の経営者同士や社員同士が意気投合して事業

に取り組めるかといった相性もアライアンス

の成立・不成立に影響を与えることが考えら

れる。そういった経営資源以外の目に見えな

い要素については，ブランド・信用力や機動

的な組織風土については，企業評価の 8 つの

特徴に入っているが，2 社間の考え方やカル

チャーなどの相性については，加味されてい

ない。本稿で提案したモデルは，フレキシブ

ルなものであり，ユーザーは，自由にパラメ

ーターや評点付けなどを変更することができ

るようになっている。今後，様々，パラメー

ターを変更するなどして，モデルを進化・発

展させていくことが必要である。  

 

4.3 今後の研究課題  

アライアンスの数理モデル構築の研究とし

て，まず新しい数理モデルを提案することに

注力しており，それが実現したことは大きな

成果であり，意義であると考える。  

しかしながら，提案したモデルの特徴の数

や項目，各特徴の評点付けの方法などは，よ

り実態を正確に反映するように，今後，ブラ

ッシュアップして，改良していく余地がある。 

今後，パラメーターの選定や数の設定，思

意味付けを様々，検討していくとともに，様々

な企業データで試してみることが必要である。  

本稿で提案したモデルは，ユーザーは，様々

なデータセットで，モデルを自由に修正が可

能であり，試してみることができるように，

インターネット上で，オープン・ソースとし

て，アクセス可能としている。それらを用い

て，企業間アライアンスの数理モデル構築の

研究が発展していくことを期待したい。  
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付録 1 強みと弱みの 8 つの特徴の評点付けにおける 4 つの因子（クライテリア）の概要  

1. 営業力  2. 技術力  

1. 営業マンがアクティブかどうか  1. ユニークな独自の技術を有しているか  

2. 営業マネジメントができているか  2. 技術力のレベルか高いか低いか  

3. 営業マンの数が多いか少ないか  3. 特定領域で長く培っている技術があるか  

4. 経営者自身が営業が得意か否か  4. 研究開発部門が充実しているかどうか  

3. アイディア創出力  4. 資金力  

1. 自由に新しいアイディアを出せる環境にあるか  1. 使用できる資金量が豊富かどうか  

2. アイディアを出せる人が多いか少ないか  2. 自己資本比率が高いか低いか  

3. 継続してアイディア出しを行っているかどうか  3. 資金調達力があるかどうか  

4. アイディア出しができる仕組みを有しているか  4. 営業利益率が高いか低いか  

5. 人材力  6. 生産力  

1. 従業員数が多いか少ないか  1. 工場設備が大きいか小さいか  

2. 人員が余剰しているか不足しているか  2. 工場での作業員が多いか少ないか  

3. 人材採用力が高いか低いか  3. 生産工程でのノウハウを有しているか  

4. 人材紹介や派遣の免許を持っているかどうか  4. ファブレス企業の方針であるかないか  

7. ブランドや信用  8. 組織の機動性  

1. 上場企業や上場企業の子会社であるかどうか  1. 新しいことに挑戦する体質であるか  

2. 業歴が長いか短いか  2. 議論ばかりでなく，実行する社風か  

3. 売上規模が大きいか小さいか  3. 年功序列であるかどうか  

4. ブランディングに力を入れているかどうか  4. 外部と組もうという雰囲気があるか  

 

付録 2：特徴数が奇数の場合の相互補完モデ

ルについての考察 

 

アライアンスの相互補完モデルは，最大の

相互補完強度を，特徴数の半分ずつの数の最

大の長さのベクトルから求めるため，特徴数

が偶数の場合はよいが，奇数の場合，どうす

るのかという問題が残っている。  

それについては，本編においては，特徴数

を奇数にする場合は，一つダミー変数を追加

する解決策について記述している。  

この点についても，もう少し，考察を深め

てみたい。  

本編でも用いた特徴数 8 つのケースから，

一つ特徴数を削って，7 つにした場合で，考

えてみる。評点付けは，同じく，5 段階とす

る。すなわち，最大の長さのベクトルは 4 と

いうこととなる。  
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相互補完モデルの考え方では，特徴数が７

つのケースでは，2 極のベクトルが，片方か

らの強みの提供が 4 つで，相手先からの弱み

を補完する強みの提供が 3 つの場合で，4 つ

と 3 つの組み合わせとなり，  

   4, 4, 4, 4, -4, -4, -4 

と，  

   -4, -4, -4, 4, 4, 4, 4 

である。  

 このように，特徴数が奇数の場合は，最大

の点が，2 つ，出現する。 

 つまり，  

   （16, -12）  

と，  

   （12, -16）  

の 2 つの点が出てくる。  

 その際の相互補完強度の求め方は，（16, 

-12）と（12, -16）を結ぶ線は，リニア―（線

形）であると想定した場合，平均で算出する

ことができる。ただし，その点は，実際には

存在しない点となる 3。計算は，下記となる。 

 

 

 

が，特徴数 7 つで，最大のベクトルの長さが

4 の場合の最大の相互補完強度の点となる。

図で示すと，次の図 8 のようになる。 

 
                                                        
3 1～5 の評点付けで、7 つの特徴数の場合で、（14, 

-14）の組み合わせは、実在しないためである。  

図 8 特徴数が奇数の場合の相互補完強度の

求め方  

 

たとえば，本編での下記の A 社と B 社の例

で，最後の 8 つ目の特徴を削って，7 つにし

た場合，  

A 社    a=（1, 3, 4, 2, 5, 1, 3）  

B 社    b=（4, 1, 1, 3, 1, 5, 3）  

 

 A 社から B 社のそれぞれの特徴における点

数を引き算した結果の c は，2 極のベクトル

の配列として表現され，0～4 の間のプラスか

マイナスの数値となる。  

 

A 社 – B 社 

 c = a-b = （-3, 2, 3, -1, 4, -4, 0）  

 

となって，変わらず，（9, -8）が，この 2 社の

組み合わせの相互補完関係を示す点となる。  

 特徴数 7 つでの相互補完強度は，次の式で

求められる。  

 

 

 

A 社と B 社の特徴数 7 つでの相互補完強度

は，計算すると，11.989 となる。正規化した

相互補完強度係数は，0.606 である。なお，7

つの場合の相互補完強度の最大値は，19.799

である。なお，これらは，Python 言語によっ

て，計算した。  

一般化して，特徴数 7 つの場合の（k, m）と

なる組み合わせの相互補完強度は，  

 

 

 

として，算出できる。それを，正規化すれば，

相互補完強度係数となる。正規化の方法は，

最大の相互補完の数字で，上記の右辺を割る

形である。 

このように，（14, -14）の点はバーチャル

な点で，実際は存在しない点となるが，2 つ

の最大の相互補完の点の平均から，マキシマ

ム・ポイントを設定して，特徴数が奇数の場
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合の相互補完強度を求めることができる。 

これにより，本稿で提案するアライアンス

の相互補完数理モデルは，特徴数が奇数の場

合にも，機能すると言える。 

以上が，アライアンスの相互補完数理モデ

ルにおける特徴数を奇数にする場合に関する

追加的な考察である。 

 


